大分市議会議員政策研究会設置要綱

（設置）

第1条　地方分権の進展に伴い、地方自治体の最終意思決定機関であり、二元代表制を担う議会には、政策の決定、監視及び評価機能の一層の充実に加え、政策形成能力を求められていることから、市民本位の立場で会派を超えた政策研究に取り組み、政策的条例を策定するため、大分市議会に大分市議会議員政策研究会（以下「研究会」という。）を置く。

（所掌事項）

第２条　研究会は、次に掲げる事項について調査研究を行うものとする。

　（１）政策的条例案の策定に関すること。
　（２）市長に対する政策提言に関すること。
　（組織）

第3条 　研究会は、議員全員(議長を除く｡)を会員として組織する。

（会員の任期）

第４条　会員の任期は、議員の任期とする。

（会長及び副会長）

第５条　研究会に会長及び副会長２人を置き、次条の運営委員のうちから、その互選により選出する。
２　会長は、研究会を代表し、会務を総理する。
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。
（運営委員）

第６条　研究会に、会派からそれぞれ代表者１人の推薦を受け、運営委員を置く。
（役員の任期）

第７条　会長、副会長及び運営委員（以下「役員」という。）の任期は、２年とする。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。
２　役員の任期が満了したときは、当該役員は、後任者が選任されるまで引き続きその職務を行うものとする。
（全体会議）

第８条　研究会の会議（以下「全体会議」という。）は、会長が招集し、会長がその議長となる。

２　全体会議は、会員の３分の２以上が出席しなければ、これを開くことができない。
３　全体会議の議事は、出席した会員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。
４　全体会議は、この要綱に規定するもののほか、次の事項を担当する。
（1） 政策課題の募集及び確定
（2） 研究会において策定する条例案等

（3） その他研究会の運営に関する重要な事項

（役員会議）

第９条　研究会の運営に関する事項を協議し、全体会議に付すべき事項を決定するため、研究会に役員会議を置く。

２　役員会議は、役員で組織する。

３　役員会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。
４　副議長は、役員会議にオブザーバーとして参加することができる。
（推進チーム）

第１０条　研究会は、第８条第４項第１号の規定により選定された政策課題（以下「政策課題」という。）を具体的に調査研究するために、推進チームを置くことができる。
２　推進チームは、１５人以内の会員をもって組織し、推進チームのメンバーは、政策課題ごとに役員会議に諮って、決める。

３　推進チームのメンバーの任期は、政策課題の調査研究の終了時までとする。
４　推進チームは、政策課題の調査及び研究の経過成果を適時全体会議に報告しなければならない。
（座長及び副座長）

第１１条　推進チームに座長及び副座長を置き、メンバーの互選により選出する。

２　座長は、推進チームを代表し、その事務を総理する。

３　副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、その職務を代理する。

（推進チームの会議）

第１２条　推進チームの会議は、座長が招集し、座長がその議長となる。

　（オブザーバー）

第１３条　議長は、全体会議、第９条第１項の役員会議及び前条の推進チームの会議に、オブザーバーとして参加することができる。

（庶務）

第１４条　研究会の庶務は、議事課政策調査室において行うものとする。

（補則）

第１５条　この要綱に定めるもののほか、研究会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。

附　則
　この要綱は、平成１９年３月１０日から施行する。
附　則

　この要綱は、平成１９年１０月１６日から施行する。
